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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

    平成19年５月25日に提出いたしました第78期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）有価証券報告書

の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出す

るものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

 第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

２ 財務諸表等 

 (1) 財務諸表 

  ③ 利益処分計算書 

  ④ 株主資本等変動計算書 

        重要な会計方針 

    表示方法の変更 

    追加情報 

    注記事項 

  

３ 【訂正箇所】 

     を付した箇所を削除しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

２ 【財務諸表等】 

 (1) 【財務諸表】 

（訂正前） 

③ 【利益処分計算書】 

  

  

(注) １ 年月日は株主総会承認日であります。 

２ 平成17年11月８日に91,641千円(１株につき２円50銭)の中間配当を実施いたしました。 

３ 固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。 

  

    
前事業年度

(平成18年５月25日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失   1,306,118 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

固定資産圧縮 
積立金取崩額 

  11,589   

別途積立金取崩額   1,500,000 1,511,589 

合計   205,471 

Ⅲ 利益処分額     

１ 配当金   91,621   

２ 役員賞与金 
  (うち監査役賞与金) 

  
16,000
(3,000)

107,621 

Ⅳ 次期繰越利益   97,850 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年２月28日残高(千円)         

事業年度中の変動額         

 新株の発行         

 剰余金の配当         

 当期純利益         

 自己株式の処分         

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(千円)         

平成19年２月28日残高(千円)         

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

××積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(千円)             

事業年度中の変動額             

 新株の発行             

 剰余金の配当             

 当期純利益             

 自己株式の処分             

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)             

事業年度中の変動額合計(千円)             

平成19年２月28日残高(千円)             

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日残高(千円)             

事業年度中の変動額             

 新株の発行             

 剰余金の配当             

 当期純利益             

 自己株式の処分             

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)             

事業年度中の変動額合計(千円)             

平成19年２月28日残高(千円)             



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

    同   左 

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

    同   左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   総平均法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    同   左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    建物………定額法 

    その他の有形固定資産………定率法(賃貸設備

は定額法) 

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

    ただし、取得価額10万円以上20万円未満の少額

減価償却資産については、３年間均等償却 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    同   左 

 (2) 無形固定資産………定額法 

    なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

    ただし、ソフトウェア(自社利用)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

 (2) 無形固定資産 

    同   左 

 (3) 長期前払費用………定額法 

    なお、償却期間については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

 (3) 長期前払費用 

    同   左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同   左 

 (2) 投資損失引当金 

   関係会社株式の実質価値の低下による損失に備え

て、純資産価額等を勘案して必要と認められる額を

計上しております。 

 (2) 投資損失引当金 

    同   左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

 (3) 賞与引当金 

    同   左 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

 (追加情報) 

   当社が加入する日本マタイ厚生年金基金は、確定

給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成17年10月28日に厚生労働大臣か

ら将来支給義務免除の認可を受けております。 

   当事業年度末日現在において測定された返還相当

額( 低責任準備金)は3,536,536千円であり、当該

返還相当額( 低責任準備金)の支払が当事業年度末

日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実

務指針(中間報告)」(日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号)第44－２項を適用した場合に生

ずる損益の見込額は3,592,359千円(利益)でありま

す。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

  

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

    同   左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

６ リース取引の処理方法 

    同   左 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替

予約については振当処理の要件を満たしているも

のは振当処理を、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしているものは特例処理を採用し

ております。 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    同   左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象) 

     為替予約 
外貨建債権債務・ 
外貨建予定取引 

     金利スワップ 借入金利息 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同   左 

 (3) ヘッジ方針 

    為替予約 

     基本的に実需の範囲内で為替変動リスクを回

避することを目的として取引を行っておりま

す。 

    金利スワップ 

     借入金の金利変動リスクを回避することを目

的として取引を行っております。 

 (3) ヘッジ方針 

    為替予約 

    同   左 

  

  

    金利スワップ 

    同   左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、ヘッジ開始以降、継続して相場変動

またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺する

と想定することができるため、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が同一であることを確

認することにより、有効性の判定に代えておりま

す。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

    同   左 

８ 消費税等の会計処理方法 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

８ 消費税等の会計処理方法 

    同   左 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

(貸借対照表) 

 前期まで区分掲記しておりました「デリバティブ債

務」(当期末残高152,359千円)は、負債及び資本合計額

の100分の１以下となったため、当期より固定負債の

「その他」に含めて表示しております。 

  

    

(損益計算書) 

 前期まで区分掲記しておりました「受取保険金」(当

期700千円)は、営業外収益の総額の100分の10以下とな

ったため、当期から営業外収益の「雑収入」に含めて表

示しております。 

  

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始される事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が39,529千円増加

し、営業利益及び経常利益が同額減少し、税引前当期純

損失が同額増加しております。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年２月28日) 

当事業年度
(平成19年２月28日) 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

   上記のうち、( )内書は工場財団抵当並びに当該

債務を示しております。また、工具器具及び備品

のうち279,420千円は長期未払金の担保に供して

おります。 

(担保資産)   千円   千円

建物 3,521,901   (2,780,749)   

構築物 51,591   (  51,591)   

機械及び装
置 

1,677,670   ( 837,611)   

車輌及び 
運搬具 

2,253   (  2,253)   

工具器具及
び 
備品 

579,808   ( 300,388)   

土地 680,773   ( 503,891)   

投資有価証
券 

1,750,679   (    ―)   

計 8,264,677   (4,476,486)   

(担保付債
務) 

  千円   千円

短期借入金 3,673,000   (2,935,000)   

長期借入金 5,220,000   (4,515,000)   

［このうち１年内返済予定額

  1,903,000   (1,254,000)］ 

計 8,893,000   (7,450,000)   

長期未払金 447,036       

［このうち１年内返済予定
額 

  

  124,829   ］ 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

   上記のうち、( )内書は工場財団抵当並びに当該

債務を示しております。また、工具器具及び備品

のうち       千円は長期未払金の担保に供して

おります。 

(担保資産) 千円   千円 

建物 (     )   

構築物 (     )   

機械及び装
置 

(     )   

車輌及び
運搬具 

(     )   

工具器具及
び 
備品 

(     )   

土地 (     )   

投資有価証
券 

(     )   

計 (     )   

(担保付債
務) 

千円   千円 

短期借入金 (     )   

長期借入金 (     )   

［このうち１年内返済予定額

(         )］ 

計 (     )   

長期未払金     

［このうち１年内返済予定
額 

  

］ 

※２ 貸付有価証券及び預り担保金 

   投資有価証券には、貸付有価証券580,443千円が

含まれており、その担保として受け入れた

448,811千円を預り金に含めて表示しておりま

す。 

※２ 貸付有価証券及び預り担保金 

   投資有価証券には、貸付有価証券       千円が

含まれており、その担保として受け入れた       

千円を預り金に含めて表示しております。 

※３ 取得価額から次のとおり国庫補助金による圧縮額

が控除されております。 

建物 50,608千円

※３ 取得価額から次のとおり国庫補助金による圧縮額

が控除されております。 

建物 千円

※４ 授権株式数     普通株式 88,000千株

   発行済株式総数   普通株式 36,846 

※４ 

※５ 自己株式      普通株式 198千株 ※５ 

※６ 関係会社に対する資産及び負債 

   勘定科目を区分掲記したもの以外で各科目に含ま

れているものは次のとおりであります。 

資産の部 受取手形 115,809千円

  売掛金 699,291 

負債の部 支払手形 236,935 

  買掛金 128,690 

※６ 関係会社に対する資産及び負債 

   勘定科目を区分掲記したもの以外で各科目に含ま

れているものは次のとおりであります。 

資産の部 受取手形 千円

売掛金   

負債の部 支払手形   

買掛金   



  

  

前事業年度 
(平成18年２月28日) 

当事業年度
(平成19年２月28日) 

 ７ 保証債務 

   次のとおり銀行借入等に対し、債務保証を行って

おります。 

   なお、上記の他に㈱神明マタイへの分割譲渡基本

契約書に基づく補償が27,250千円あります。 

日交レジン㈱ 
長期借入金及び 
仕入債務 

159,656千円

東北旭 
段ボール㈱ 

長期借入金及び 
短期借入金 

291,766 

MATAI(VIETNAM) 
CO.,LTD. 

長期借入金及び 
短期借入金 

220,913 
(US$1,900千）

立川段ボール 
工業㈱ 

長期借入金及び 
短期借入金 

181,000 

江蘇中金瑪泰 
医薬包装有限公司 

設備購入債務
578,400 

(RMB40,000千）

 ７ 保証債務 

   次のとおり銀行借入等に対し、債務保証を行って

おります。 

   なお、上記の他に㈱神明マタイへの分割譲渡基本

契約書に基づく補償が   千円あります。 

日交レジン㈱
長期借入金及び 
仕入債務 

千円

東北旭
段ボール㈱ 

長期借入金及び 
短期借入金 

  

MATAI(VIETNAM)
CO.,LTD. 

長期借入金及び 
短期借入金 

  
(US$     千）

立川段ボール
工業㈱ 

長期借入金及び 
短期借入金 

  

江蘇中金瑪泰
医薬包装有限公司

設備購入債務
  

(RMB      千）

 ８ 輸出為替手形割引高 219,553千円 ８ 輸出為替手形割引高 千円

 ９ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額 289千円 ９ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額 千円

 10 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産の時

価評価に伴う純資産増加額は、884,392千円であ

ります。 
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(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運搬費 689,944千円

販売手数料 167,868 

従業員給料 845,200 

賞与引当金繰入額 57,173 

退職給付費用 188,455 

役員退職慰労引当金繰入額 11,766 

減価償却費 77,182 

研究開発費 328,069 

諸手数料 182,910 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運搬費 千円

販売手数料   

従業員給料   

賞与引当金繰入額   

退職給付費用   

役員退職慰労引当金繰入額   

減価償却費   

研究開発費   

諸手数料   

 販売費に属する費用のおおよその割合 59％

 一般管理費に属する費用のおおよその
割合 

41〃

販売費に属する費用のおおよその割合 ％

一般管理費に属する費用のおおよその
割合 

〃

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は328,069千円

であります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は    千円

であります。 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置 1,801千円

土地 11,347 

計 13,148 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置 千円

土地   

計   

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 3,885千円

構築物 273 

機械及び装置 4,596 

車輌及び運搬具 51 

工具器具及び備品 3,052 

設備撤去費用 1,950 

計 13,808 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 千円

構築物   

機械及び装置   

車輌及び運搬具   

工具器具及び備品   

設備撤去費用   

計   

※５ 関係会社との主な取引は次のとおりであります。 

受取利息 56,275千円

※５ 関係会社との主な取引は次のとおりであります。 

受取利息 千円

※６ 従業員退職金は早期転職支援制度によるものであ

ります。 

※６ 従業員退職金は早期転職支援制度によるものであ

ります。 

※７ 固定資産評価損の内容は、平成18年３月31日にゴ

ルフ場関連固定資産の譲渡により発生が見込まれ

る損失を当事業年度に計上したものであり内容は

以下のとおりであります。 

建物 216,259千円

構築物 313,717 

土地 1,826,412 

計 2,356,389 

  

※８ 事業撤退損の内容は、国内向輸液バッグの撤退に

伴う損失であり内容は以下のとおりであります。 

固定資産除却損 

 建物 237,129千円

 機械及び装置 140,276 

 工具器具及び備品 963 

その他 19,427 

計 397,797 

  



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 
１ 自己株式に関する事項 

  

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元株式の市場への処分による減少   株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株)         



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日)及び当事業年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月
28日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 

(自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１. 借主側 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１. 借主側 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額(転貸リースを除く) 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

建物 3,045 2,233 812

機械及び装置 1,942,152 722,207 1,219,944

車輌及び 
運搬具 

53,215 28,348 24,867

工具器具 
及び備品 

276,251 128,830 147,421

無形固定資産 71,315 20,086 51,229

合計 2,345,979 901,705 1,444,274

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

建物     

機械及び装置     

車輌及び
運搬具 

    

工具器具
及び備品 

    

無形固定資産     

合計     

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 上記の( )内は、転貸リース取引に係る未経

過リース料期末残高相当額で内数であります。 

１年内 303,211千円

  (54,359)千円

１年超 1,267,644千円
  (322,874)千円

合計 1,570,855千円
  (377,233)千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 上記の( )内は、転貸リース取引に係る未経

過リース料期末残高相当額で内数であります。 

１年内 千円

(   )千円

１年超 千円
(    )千円

合計 千円
(       )千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額(転貸リースを除く) 

支払リース料 364,959千円

減価償却費相当額 312,362千円

支払利息相当額 62,036千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額(転貸リースを除く) 

支払リース料 千円

減価償却費相当額 千円

支払利息相当額 千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零(残

価保証の取り決めがある場合は、残価保証額)と

する定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同   左 

２. 貸主側(全て転貸リース) 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 54,359千円
１年超 322,874千円

合計 377,233千円

２. 貸主側(全て転貸リース) 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円
１年超 千円

合計 千円



(税効果会計関係) 

  

  

(企業結合等関係) 

  

前事業年度 
(平成18年２月28日) 

当事業年度
(平成19年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (繰延税金資産)   

   退職給付引当金超過額 1,365,485千円

   固定資産評価損 956,694 

   関係会社株式評価損 252,937 

   減価償却費超過額 138,963 

   貸倒引当金損金算入限度
   超過額 

131,122 

   ゴルフ会員権評価損 111,595 

   賞与引当金 63,627 

   未払事業税 47,756 

   関係会社出資金評価損 43,419 

   役員退職慰労引当金 38,749 

   その他 37,807 

 繰延税金資産小計 3,188,159 

   評価性引当額 △1,096,040 

 繰延税金資産合計 2,092,118 

 (繰延税金負債)   

   固定資産圧縮積立金 △277,607 

   有価証券評価方法の差異 △65,770 

   その他有価証券評価 
   差額金 

△673,007 

 繰延税金負債合計 △1,016,385 

 繰延税金資産の純額 1,075,732 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)   

  退職給付引当金超過額 千円

  固定資産評価損   

  関係会社株式評価損   

  減価償却費超過額   

  貸倒引当金損金算入限度
   超過額 

  

  ゴルフ会員権評価損   

  賞与引当金   

  未払事業税   

  関係会社出資金評価損   

  役員退職慰労引当金   

  その他   

繰延税金資産小計   

  評価性引当額   

繰延税金資産合計   

(繰延税金負債)   

  固定資産圧縮積立金   

  有価証券評価方法の差異   

  その他有価証券評価
   差額金 

  

繰延税金負債合計   

繰延税金資産の純額   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

 (調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない 
 項目 

△1.9

 受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目 

0.7

 住民税均等割 △1.0

 評価性引当額の増加 △36.2

 研究開発費税額控除 2.2

 その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.2

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない 
 項目 

  

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目 

  

住民税均等割   

評価性引当額の増加   

研究開発費税額控除   

その他   

税効果会計適用後の法人税等の負担率   



(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり当期純損失の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

（訂正後） 

   下線部分を削除 

     

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

１株当たり純資産額 368円43銭 １株当たり純資産額 円  銭

１株当たり当期純損失 40円02銭 １株当たり当期純損失 円  銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

当期純損失(千円) 1,450,729  

普通株主に帰属しない金額(千円) 16,000  

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (16,000) (   )

普通株式に係る当期純損失(千円) 1,466,729  

普通株式の期中平均株式数(株) 36,653,818  
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